
新技術を活用したICT交通戦略 
 （自動運転技術や運行システム等の導入促進） 

◆新たな鉄道駅の設置調査、◆深夜バス、モーニング
ライナーの運行、◆多言語サイトの整備など 

◆デマンド交通の導入、◆パークアンド駐車場の整備、
◆駅前広場の整備 など 

◆基幹公共交通軸の段階的整備、 
◆都心軸沿線における都市機能誘導 など 

◆新潟駅連続立体交差事業、駅前広場の整備、 
◆空港リムジンバスの利便性向上 など 

◆自転車走行空間ネットワーク整備、 
◆駐車場整備計画の見直し など 

◆地域内道路環境の整備、◆区バスの利便性の向上と
利用促進に向けた周知啓発の実施 

◆住民バスの運行支援・社会実験の実施、◆デマンド
交通・乗合タクシーなどの社会実験 など 

◆住民バス団体の立ち上げ支援、立ち上げ後の運営支
援 など 

◆モビリティ・マネジメントを継続実施、情報提供や
意識啓発を強化 など 

◆鉄道駅等のバリアフリー整備、◆ノンステップバス、
ＵＤタクシー、バリアレス縁石の導入 など 

【再掲】◆住民バス団体の立ち上げ支援、立ち上 
    げ後の運営支援 など 

◆次世代自動車・自動運転などの新技術を活用した社
会実験の実施、◆交通ビックデータ活用など 

【人口】少子超高齢化と人口減少 

【まちづくり】市街地は依然として拡大傾向 

【健康】全国平均より健康寿命が短い 
 

【交流人口】観光入込数は増加傾向にあるが、さらなる拡大が必要 

【環境】運輸部門1人当たりのCO2排出量の増加（政令市ﾜｰｽﾄ1位） 

【市民ニーズ】自家用車に頼らなければ移動しにくいと感じる市民が増加 

 

【主なプラス評価】 
 ・2015年に新バスシステム導入後、バス利用者数が増加 
 ・鉄道、バスの交通手段分担率が増加 
 ・公共交通沿線の居住人口割合が増加 

【主なマイナス評価】 
 ・自家用車への依存度が増加 
 ・まちなかの歩行者数が減少 

1.まちづくりと連携した交通環境の充実 
2.公共交通の利便性向上と自家用車との適切な役割分担  
3.様々なライフステージの移動ニーズに応じた生活交通の充実 

4.都心部における多様な手段による回遊性向上 
5.区バス・住民バスの持続性の確保  
6.広域交通（駅、港、空港）と都市内交通の連携 

公共交通の利便性が高くない区では、自家用車利用が多く、渋滞が発生 
公共交通サービスの現状とニーズに乖離がある  
高齢者の自家用車利用が増加し、事故に占める割合も増加 
区バス・住民バスの財政負担額は大きい 

まちなかの歩行者交通量は年々減少 
市街地面積の拡大が継続 
広域交通（駅、港、空港）のさらなる充実 

関連計画 

・新潟市ＢＲＴ第1期導入計画 

・生活交通改善プラン（各区） 

・新潟市交通バリアフリー基本構想 

・新潟市自転車利用環境計画      など 

「江南区生活交通改善プラン」と「新潟市地域公共交通網形成計画」の関係 

江南区生活交通改善プラン（現行） 新潟市地域公共交通網形成計画
（4年間） 

にいがた都市交通戦略プラン[実施計画]の 
公共交通部分 

都心アクセスに資する公共交通を維持・拡充しま
す（都心アクセスの強化） 

基幹公共交通軸を段階的に整備しまちなかの回
遊性を強化します（都心部での移動円滑化） 

現行プランを継続させながら、「新潟市地域公共交通網形成計画」の一部として、新たな市全体の公共交通施策に対応した基本方針を定める 

 本計画は、にいがた都市交通戦略プラン[基本計画]の目標を達成するために4年間で取り組む施策を展開するにあたり、基本的な方針及び目標を定めた 
ものです。 
 本計画の目標は持続可能な公共交通ネットワークの形成であり、その目標を達成するために３つの目標と５つの基本的な方針を定めました。  

ア 公共交通空白・不便地域において住民バス 
 の試験運行を実施する等、運行内容や採算性 
 等について区民とともに検討し新規路線の開 
 拓を目指す 

【基本方針】 
②既存公共
交通の更な
る利便性向
上 

ウ 住民バスへの支援を強化する 

イ 区民の公共交通に対する意識の向上を図る 

ウ 企業や施設等と連携した公共交通利用促進 
 の取り組みを検討します。 

イ 利用者のニーズやバス路線再編に 合わせ、 
 区バス・住民バス等の運行内容を見直し、区 
 全体における公共交通の充実を図る 

イ 既存住民バスの更なる利便性向上のために 
 試験運行を実施する等、多様なライフスタイ 
 ルや地域の特性、需要に応じた運行を目指す 

【基本方針】 
③公共交通
をみんなで
支える意識
づくり 

【基本方針】 

①公共交通
空白・不便地
域の解消   

ア 江南区地域公共交通検討会議をはじめとし 
 た関係者同士の意見交換の場を設け、相互の 
 理解を深め連携を強化する。 

ア 区における利便性が向上するよう交通事業 
 者とともに運行内容や乗換拠点を検討・整備 
 する 

ウ 公共交通をより使いやすく、わかりやすく 
 するための環境整備や方法について検討する 

基本方針 具体的な交通施策 

◆各住民バスにおける増便や土曜休日運行等の試験運
行、◆アンケート等によるニーズ調査や分析 など 

◆補助率の見直し、◆デマンド型交通への対応、◆組
織の立ち上げ支援 など 

◆区内公共交通の利便性向上のための交通事業者との
協議、◆鉄道・バス・タクシー・マイカー等の接続環
境向上を含めた乗換拠点及びパークアンドライド拠点
の検討・整備 など 

◆待合所などの環境整備の検討、◆公共交通の周知方
法の検討 など 

◆区民の公共交通に対する意識向上に向けた取組みの
検討、◆新たな住民バスや新規ルートの創出に向けた
意見交換、◆料金体系やIC カードの連携についての
意見交換 など 

◆地域や学校への周知・啓発活動 など 

◆各企業や施設における公共交通利用促進に向けた活
動の推進、◆福祉バスやスクールバス等目的バスの有
効利用の検討 など 

◆補助率の見直し、◆デマンド型交通への対応、◆組
織の立ち上げ支援 など 

取り組みの方向性 

【案1】 

駅・港・空港など広域交通拠点と都市交通の連
携を図ります（広域交通との連携強化） 

公共交通の利便性を向上させ自家用車からの
転換を促進します（市民や関係者による協働） 

基本的な方針 

エ 住民バスへの支援を強化する。（再掲） 

◆各地区における試験運行、◆アンケート等による
ニーズ調査や分析、◆多様な運行手段の検討（デマン
ド型交通等） など 

◆区バスの通勤・通学時間帯や、買物時間帯の増便、
◆区全体の公共交通充実に向けた区バス・住民バスの
ルート、ダイヤの見直し など 

多様なライフステージの移動ニーズに応じた区
バス・住民バスを確保します（生活交通の確保維
持・強化） 

都心アクセスに資する公共交通を維持・拡充しま
す（都心アクセスの強化） 

多様なライフステージの移動ニーズに応じた区
バス・住民バスを確保します（生活交通の確保維
持・強化） 

多様なライフステージの移動ニーズに応じた区
バス・住民バスを確保します（生活交通の確保維
持・強化） 

多様なライフステージの移動ニーズに応じた区
バス・住民バスを確保します 
（生活交通の確保維持・強化） 

資料３ 


